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序章
第一節 事故補償制度の沿革
偶発的な事故により受傷した者およびその結果死亡した者やその者の家族を、
何らかの手だてをもって救済し，事故後の生計を維持せしめなければならない
という思想の表現は，いつどのような法制度をもって始まるのであろううか。
イギリスにおいて1846年に制定された致命事故補償法注1が，筆者の知る限り，
英法系の諸国においては最初のものであろう。同法では，一定の要件のもとで
死者の配偶者や被扶養者に請求権を認めた。コモン・ローのもとでは死亡を損
害とする請求は認められなし、からであるO この法律は，蒸気機関の発明ののち
産業革命期を終えた産業資本の要請によって鉄道線路が国土の隅々まで敷設さ
れ，果てしなく延長されるという時代的背景の下に制定された。鉄道による事
故すなわち蝶死や衝突・転覆事故の，意図しない，突然の，大量の死傷者とそ
の家族を救済する必要を契機とするものであった。ニュージーランドにおいて
は独立後の1952年に事故による死亡補償法的が制定された。
合衆国においては， 1909年のT型フォード車の大量生産による大幅なコスト
ダウンが契機となり，爆発的なモータリゼーションが進行した。それは瞬く聞
に先進諸国に波及することとなったが，それは同時に自動車事故の波及でもあっ
た。各国は，自動車事故の被害者の救済を目的とする様々な制度提案やまたは
立法を行った注30
ニュージーランドでは， 1928年に自動車保険法が制定されたが，その後，
1937年自動車損害法の法案が議会に提出されているO これは，被害者の被扶養
注1 The Fatal Accident Compensation Act 1846 (Lord Campbell’s Act). 
注2 ニュージーランドにおいては独立後の1952年に「事故による死亡補償法TheDeaths 
by Accident Compensation Act 1952.」が制定された。
注3 ブルーリボン委員会。
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者のための補償と，被害者本人または保険者のコモン・ローに基づく訴訟を組
み合わせた制度であるが， 1932年合衆国コロンピア大学社会科学研究会が公表
したコロンビアレポートの原則に沿うものである。 1962年絶対責任委員
会注3は，委員長の名を冠したワイルドレポートを公表した。一方， この時期
R.ハリスの論文「不法行為法と福祉社会」が発表されており，ワイルドに影
響を与えたといわれる。この頃から，ニュージーランドにおいては，交通事故
とその他の事故の被害者を，原因を間わず救済しようという包括的社会保険制
度の発想がなされたと思われるO やがてこの萌芽が，ウッドハウスレポートへ
と成長するのである。
このレポートを受けてなされた1972年事故補償法の制定は，人身被害救済の
ための「壮大な実験」と，世界を陸自させた。事故補償制度は，事故の被害者
にたいし，損害賠償請求訴訟にかわる政府管掌の社会保険をもって補償， リハ
ビリテーション，予防などの施策を行う人身被害救済制度である。 1974年に施
行された同法は， 1982年には大改正が行われ， 1982年事故補償法が制定された注40
さらにその10年後，事故補償制度三番目の立法がなされた。これが，本稿で取
り上げる「1992年事故のリハビリテーションと補償に関する保険法jである注 50
注4 この間の経緯と問題点，運用実態については，拙稿「ニュージランド事故補償法とその
運用実態」加藤雅信編著『賠償から社会補償へ』三省堂（1989)48頁にまとめた。先行研
究については，同論文45頁に紹介させていただいた。 1972年事故補償法法文については，
名古屋不法行為研究会訳「1972年事故補償法AccidentCompensation Act 1972」が法政
論集（名古屋大学） 79号ないし82号（いずれも昭和54年）に掲載されており， 1982年事故
補償法については拙訳「1982年事故補償法AccidentCompensation Act 1982」が，前掲
書304頁に所収されている。 1982年法の改革論議については，拙稿「ニュージランド事故
補償法の改革と生計維持システムの統合」『桑原洋子教授還暦記念論文集 家族・労働・
福祉』永田文昌堂（1991)463頁， AsaiT, Reform of New Zealand Accident Compen-
sation Scheme and Integration of Income Maintenance Systems.富大経済論集
37巻2号（1991年1月）に若干紹介した。
注5 本法については，第21回日本社会保障法学会春季総会（1992年5月16日）で個別報告を
行った。報告要旨は，学会誌「社会保障法J8号 (1993年5月）お頁。他に MillerR., 
An Analisis and Critique of the 1992 Change to New Zealand’s Accident Compen-
sation Scheme.広島法学16巻4号（1993年3月）。
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事故補償法の沿革を簡単にまとめることとしよう。その制定をめぐる動きは
王立調査委員会の創設および1967年のその報告書注6に始まる。この報告書で
委員長0.ウッドハウスは，当時の問題の多い分立した諸制度を統合し，社会
保険をベースとする事故補償の新立法を制定することで，事故以前の所得水準
を保障し，被害者およびその家族の生計の維持を計ることを勧告した。併存す
る幾つもの人身事故救済制度とは，すなわち長期にわたる職業病や重篤な傷害
に救済がおよばない労働者補償法，高い運用コストの自動車保険法，犯罪被害
者補償制度および時間と費用がかかり，陪審員の感情的な判断に委ねられ「富
くじ」とまでいわれたコモン・ローにおける人身被害に関する損害賠償請求訴
訟などである，この勧告は，新制度の下では，コモン・ローにおける損害賠償
請求を廃止するという不法行為法上の画期的な試みを含むものであるとともに，
社会保険導入による社会保障制度改革，すなわち，事故前の所得の80パーセン
トを補償する所得補償を確保することで，無拠出で一般歳出に頼る当時のニュー
ジーランドの社会保障の給付水準の低さを解決する糸口にもしようという第二
の目的をもったのであった。
事故補償制度は，①共同体の責任注7，②包括的な受給資格注8，③完全なリ
ハビリテーション注9，④現実的な補償注10，⑤効率的な運用注11の五つを原則
として掲げた。これらの原則は，事故補償法制定後も制度の運用状況を顧みる
鏡であリ続けた。度重なる改革の議論では，「ウッドハウスの五つの指導原則
からの事離注12」を正すことが正当性の主張の根拠であった。 ACC（事故補償
注6 Report the Royal Commission of Inquiry, Compensation for Personal Injury m 
New Zealand (1969）.通称ウッドハウスレポート
注7 Community Responsibility 
注8 Comprehensive Entitlement 
注9 Complete Rehabilitation 
注10 Real Compensation 
注1 Administrative Efficiency 
注12 伊藤高義「ニュージランド事故補償法用上の問題点」ジュリスト691号（昭和54年） 200 
頁等。
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公団〉の運用においても，また裁判所の判断注13においても尊重された。
1972年事故補償法の制定は，上に述べた事故による身体傷害の救済にかかわ
る難問を一挙に解決しようという「革命的」な試みであった。この法律は不法
行為法の無過失責任と社会保障の両方の性格を併せもち，人身被害の救済に新
平面を切り開いたのであるo
1972年および1982年事故補償法注14なわちオリジナル・スキームの概略を説
明するo これら前二法が保護の対象としたのは，原則としてニュージーランド
に居住する者（海外にいるニュージーランド人，同国を訪問中の外国人等を含
む）であって，それらの者が，「事故による身体傷害注15Jを被った場合に，医
療，補償（所得補償，非財産的補償等）， リハビリテーション（社会復帰の援
助）の給付を行い，死亡の場合には葬祭料および被扶養者への生計維持の援助
を行うというものであった。また，これに加えて公団は，事故の予防のための
活動を行うとされていた。この大枠は現行法においても変わらなし、。
同法にいう「事故による身体傷害」とは，本来の意味の事故（被害者が意図
しない，偶発的な）と，拡張された意味としては疾病の一部が含まれるO 疾病
では，ヘルニア，難聴などの職業病と，心筋梗塞・脳出血なと、心臓血管系もし
くは脳血管系系疾患による発作のうち，業務上の異常・過度・変則的なストレ
ス等によるものと，事故もしくは事故の傷害の影響による血管系の発作を，
「事故による身体傷害」とするo 精神的障害については，「事故または事故の影
響によるもの」が保護の対象とされた。この「事故による身体傷害」の概念は，
オリジナルスキームにおいては決定的な意味を持つものであった。
注目 AC Cの決定に不服がある場合等の行政訴訟。
注14 以下，「1972年事故補償法」を「1972年法」，「1982年事故補償法」を「1982年法」，「1992
年事故のリハビリテーションと補償に関する保険法」を1992年法と略称する。 1992年法制
定以降，ニュージーランドでは， 1972年および1982年事故補償法を， 1992年法と対比して
オリジナルスキームと呼ぶ。
注目 PersonalInjury by Accident.この語の含意については常に議論され続け，判例も多
い。 1982年事故補償法では2条に定義規定をおく。
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財政面については，三つの口座勘定を設け，第一に使用者からの賦課金を財
源として業務上・業務外を問わず補償その他を行う就労者口座勘定，第二に自
動車保有者からの賦課金を財源とし就労者および非就労者の自動車事故にかん
する補償その他を行う自動車事故口座勘定，第三に一般歳出を財源として非就
労者の自動車事故以外事故の補償を行う非就労者口座勘定から，それぞれ収支
をなした注160
手続について述べると，受傷者等からの補償その他の給付については，（裁
判上の損害賠償の請求に依ることなく）事故補償公団への請求により，審査の
上決定される。無過失責任制をとるといわれる由縁であるO この決定について
は不服の申立ができ，聴聞，再審査を求めることができる。さらに，行政訴訟
として地区裁判所に訴訟を提起することができ，許可を得て地方裁判所および
控訴裁判所に上訴し争うことができるO また，運用の主体は，労働大臣の下に
ある「事故補償公団」であった。
1972年法は，施行から10年後に大改正され， 1982年事故補償法が制定された。
しかし，この世界でもっとも先進的といわれた制度も， 1985,1986年の公団の
決算では，支出（補償費）が収入（賦課金収入）を大幅に上回るという財政的
困難に陥った注170 その理由は，①制度創設の当初から費用予測を誤ったこと
（慰謝料的意味合いの非財産的補償の割合が予測を上回ったこと，軽度で短期
間で治癒する傷害に関する請求数が多く，その総額が大きいこと），②1982年
の改正後「事故による身体傷害」の認定が緩やかになり，受理される件数が増
加し，また補償額も大きくなったことなどが挙げられるO さらに直接的な原因
は，③1982年法改正により基金制度が，積立方式から当年度の支出を当年度の
保険料で賄うペイ・アズ・ユ・ゴー・システムに切り替えられ，使用者の賦課
われてきた定期金的補償の累積が大きくなったことが影響しているともいわれ
注目 1972年法においては「就労者」，「自動車事故J，「補足」の三つの救済スキームに対応す
る三つの補償基金をおいた。拙稿・前掲注4論文 136-138頁。
注17 拙稿・前掲注4論文 236-239頁。
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た。制度全体の費用の枠を拡げるべきか，費用の増額分を誰が負担するかなど
の根本的問題が考えられるまでになったが，とりあえずこの危機は，使用者な
どへの賦課金の引き上げにより小康を得たのである。ここにおいてこの制度の
根本的な見直しと制度改革の新たなビジョンが求められるようになった。そし
てその背景には，ニュージーランド経済の未曾有の窮迫により，行・財政改革
が緊急の課題となったことがあった。
1986年の「当局者協議会の再審査報告注18」に続き， 1988年には5000ページ
にも及ぶ「社会政策に関する王立委員会の報告書注19」が公にされ， さらに同
年5月公刊された「法制委員会報告書注20Jにおいては具体的な立法提言がお
こなわれた。
1974年に施行されて以来，事故補償制度は，ニュージーランドにおいて，そ
の時々の社会的背景や政治状況に揺れながらも継続して運用されてきた。それ
は，様々な問題を提示しながらも，基本的には国民に支持されてきたからであ
る。ニュージーランドでは， ACCとは，事故補償公団AccidentCompensation 
Corpora ti onではなく，事故補償制度AccidentCompensation Schemeそのも
のを親しみをこめて呼ぶのであるが， この三文字が新聞にでない日は殆どない
というほど国民の生活の中に染み込んでいる注210 人身事故に関して訴訟を提
起し，長い審理を経てようやく損害賠償を得るかもしれないというのは，同国
注目 Reviewof Official Committee of The Accident Compensation Scheme (1986) 
注目 RoyalCommission on Social Policy April Report (19鎚）．
注20 Law Commission Report No.4 Personal Injury: Prevention and Recovery(l988). 
誼21 筆者は， 2度の同国で、の調査において， 4般国民の考えも折に触れ求めた。 ACC（ニュー
ジーランド詑でアイ・シー・シー）については，殆どのインフォーマントは鏡舌であり，
まずそのことに感心した。 NZ在住の日本人は，自分の過失が原因である怪我でさえ，あ
まり重大でなくても補償されることに感謝しつつ，財政について危慎していた。当時進行
していた医療改革との関連を語る者，業務上の重大な事故による補償をACCではなく雇
用契約法によったと語るタクシードライパーがおり，後日 CPU（労働組合の中央組織）
幹部とのインタビューで確認した。補償の額が低額であるとの不満もあったが，制度その
ものを裁判制度に戻したいという希望は聞かれなかった。
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では過去の話なのである。立法前，すでに「制度の改革の問題を議論するため
の，共通の認識にたっている」と法制委員会報告書は述べているが，事実，社
会政策に関する王立委員会報告には数百の提言が届けられ，世論調査はすべて
事故補償制度の幅広い公衆の支持を示していた注220 制度そのものは定着した。
「裁判を行う権利に後戻りすべきではない」，法制委員会の委員長K.J.キース
は， 1991年のカンファレンスで述べているo 「我々が直面している問題は， 25
年前ウッドハウスが直面した問題（不法行為訴訟の廃止＝筆者）とは大きく異
なっている」注230 では， 1982年事故補償法が抱えている問題とはどのようなも
のであったのだろう注240 彼は，それはまず，制度の「コストJの問題であ
り注25，そしてコストの問題は，受給資格，財源調達，安全（事故の予防）お
よび制度運用の問題を考えることにより解決されるとしている。
長い議論と多くの報告書が公にされた後， 1992年事故のリハビリテーション
と補償に関する保険法案は国会に提出され，同年3月議会を通過し，同月31日
ロイヤルアセントを得た。周年4月1日に一部が，その後7月1日に残りが施
行された。ウッドハウスレポート公刊以来23年，ニュージーランド事故補償制
度三番目の立法がなされたのである。
注22 KJ Keith, Altanative Reform Options, Conf errence on ACCIDENT COMP EN-
SA TION REFORM A Fairer Scheme or A Breach of Contract ? , 1 October 
l鈎1at1.
注23 Id., at 2. 
注24 筆者は，かつて1982年法の問題点として，①予防，補償，リハビリテーション（社会復
帰の援助）の三つの救済策の支出のアンバランス，②財源とその配分の問題，③社会的衡
平の観点からみた事故補償と社会保障法など隣接諸制度との給付の格差の問題，④事故補
償の受給者に対する消費者保護とその参加の問題をあげた。拙稿・前掲注4論文236-247
頁。
注25 K. J. Kieth, suprαnote 2 at 2. 
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第二節 1992年立法の背景
事故補償制度の創設から現在まで，その背景となるニュージーランドの社会
経済的背景を参考までに述べておこう。 1960年代までのニュージーランドは農
林牧畜業を中心とし，世界の木材・食料輸出国として平均4パーセントの経済
成長率を維持し，失業率0.17ノf一セント， 1953年には個人当り GNP世界三位
となり，国民生活の水準の高い完全雇用の国として繁栄を誇った。
国内の工業化も進展し， 1966年には総人口267万6,919人のうち労働者数が
100万人を超えた。 1972年には， N.E.カーク率いる労働党が政権の座につい
ているo この年に事故補償法は制定された。
その後，ニュージーランドは，最大の輸出国であったイギリスが1973年に
ECに加盟したことにより最恵国待遇を失い，さらに1973年と1977年の二度の
石油危機が追い打ちをかけ，経済成長率は1.79パーセントまで下がり，消費者
物価上昇率平均5.46パーセントから13.16パーセントへの上昇という経済危
機に直面した。国民党マルドーン政権は，「シンク・ビッグ計画 ThinkBig 
ProjectJと呼ばれるエネルギ一関連分野への公共投資を中心とする需要刺激
策を行ったが，対外債務は， 1974年の4億7千万NZドルから， 1984年には82
億3千万NZドルまで膨張した注260 1979年以降，国民党政権のもとで厚い保護，
多額の補助金，強力な規制にくるまれていたニュージーランド経済は，その頃
には窒息寸前で， 1984年の財政赤字はGDP（国内総生産）の9%にも達してい
た。マルドーン政権は， 1984年7月，抜き打ち的に解散・総選挙を行ったが，
注26 この部分の記述は，日経ビジネス「特集市場国家宣言」（1995年8月7日14日合併号）
32-41頁，山田宏他『ニュージーランド行革物語一一国家を民営した国』 PHP研究所（1996
年10月），地引嘉博『現代ニュージーランド その歴史を創った人々（増補版）」サイマル
出版（1991年8月）等を参照した。また， James.Colin, The Quiet Revolution: Turbu-
lence and Transition in Comtemporary New Zealand. Wellington, B W Books, 1994 
およびMcleay.Elizabeth, The New Zealand Experiment : A World Model in Structu-
ral Adjustment? Cabinet and Political Power in NZ Oxtord U.P. NZ, 194.があ
る。
? 。? 。
国民党は惨敗した。
1984年の総選挙で勝利した労働党は， D.ロンギを首相とし，財務相に R.
ダグラスを得て果敢な経済改革を断行した。金融の緩和を皮切りに各種補助金
の撤廃，変動相場制への移行，経済活動への各種規制の緩和・撤廃，間接税の
創設による税制改革，中央官庁の人員削減，政府機関の事業の企業化・民営化
などが，市場原理・競争原理を基本とし「マーケットの望むところ従って」す
べてが行われた。この改革は， R.ダグラスのファーストネームに因んでロジャー
ノミクスと呼ばれ，国家としてのニュージーランドの起死回生の策であった。
法の分野でも1985年には，法制委員会法的7が制定され，ウッドハウスを委員
長とする法制委員会が，事故補償制度のみならず会社法雇用契約法など広範
囲な法制度の見直しを始めているo
1987年の総選挙で，労働党は国民党に対し大差で勝利し，ここに労働党政権
は二期日を迎えた。経済改革の実は目に見えるほど、上がっているとはいえなかっ
たが，国民の支持は確固たるものがあった。同国のこの時期の経済状況は，物
価上昇率はようやく下がり，貿易赤字も減少し， 10年来歳出超過であった国家
財政も久しぶりに黒字になっていた。さらに， D.ロンギによる反核政策は，
米，仏などの大国の専横を嫌うニュージーランド国民の自尊心と，熱心な環境
保護の思想に合致し，圧倒的な支持をえていた。ロジャーノミクスは，二期目
に入ったロンギ政権のもとでも継続され，それまでの改革の一層の進展に加え，
国営企業の売却と民営化，労働市場の自由化がはかられた。しかし，労働党の
伝統的経済政策とは方向が異なるダグラス蔵相の経済政策は，党内左派の強い
批判に曝されるようになり，党内融和のために改革のスピードを緩めるように
との懇請を行った首相ロンギとダグラス蔵相との仲は，次第に険悪なものとなっ
ていった。 1989年に，ダグラスを罷免したロンギ首相は，改革の焦点をこれま
での経済改革から社会改革へと切り替え，「福祉の労働党」のイメージ回復を
注27 Law Commission Act 1985. 
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狙った。社会改革の内容は，教育，医療，地方自治の問題を重点とし，先住民
族であるマオリとの聞のワイタンギ条約に関わる土地問題の解決のためのワイ
タンギ裁判所の強化，権利章典注28の制定を核とする1853年憲法法規の近代化，
現行選挙制度の見直し等の法律問題をも取り上げた。しかし，社会改革の中心
は，福祉の見直しであり，社会保障コストの切り詰めであった。元駐ニュージー
ランド公使の地引嘉博氏は，その著書で「これは経済改革と社会改革との境界
線上にある問題で，ニュージーランドにとっては確実に深刻な問題であった。
というのは，完備した社会福祉こそはニュージーランドが世界に最も誇ってき
たものであった一方，これに着手することなしには経済改革も十分なものとは
いえなかったからである」と述べておられる注290 1989年に公刊された社会政
策に関する王立委員会の報告書エイプリルレポートは，事故補償制度について
も所得再配分の視点を表面に出した均一補償を主張している注300
第四次労働党政権は，やがてロンギが辞職し，代わりに創設以来事故補償法
に深く関わってきた副首相兼法相であったJ.パーマーが首相の座についた。
しかし，労働党の党内引き締めと改革の続行は困難を極め，彼は党首と首相の
座をM.ムーアに譲り退陣した。政治的な不安定は決定的となった。
1990年10月，政権を得た国民党は， J.ボルジャーのもと，労働党の政策で
ある経済改革・行政改革を継承した注310 一方労働党は，総選挙の敗北後， 自
らが行った経済改革ロジャーノミクスは誤りであったと総括し，政策を転換し
fこO
この経済改革・政治改革は世界的にも高い評価を得た。しかし当然のことな
注28 Bill of Right Act 1991. 
注29 地引・前掲注27，書2邸頁以降。
注30 Report of The Royal Commission on Social Policy, The April Report Vol. I 
Future Directions, (1988) at 760一7臼．
注目 ニュージランドでは，党派に関わりなく，前政権の政策を後の政権がそのまま引き継ぐ
ということがある。本論文のテーマである事故補償制度についても，国民党が着手し実現
した制度を，労働党が引き継ぎ発展させたものである。
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がら，低所得者層，マオリ，移民の聞には「改革の痛み」も存在したのである。
また，中国を主とする世界各地からの移民を受け入れ続けたが，そのことは国
国の解放性や平等志向の反映であったが，他面これまで植民地時代から培って
きた国民的コンセンサスや，共有する価値感を不確かなものとした。
1982年の改革論議がなされ1992年法制定へと進んだ過程は，同時に，国国に
おける旧体制，手厚い保護と中央集権的なパターナリズムに支えられた， しか
し国際競争力という点ではあまりにも脆弱な，牧歌的なニュージーランドから，
新太平洋時代を支え，国際的にも重要な役割を担おうとするニュージーランド
への転換の過程でもあったのであるo
第三節本論文の課題と構成
1982年事故補償法が制定された2年後，ニュージーランドは巨大な経済改革・
行政改革の波に探まれることとなった。無駄なものはすべて切り捨てるという
過酷な状況のなかで，事故補償制度はなぜ生き残れたのか。そしてその適応形
態とも考えられる「1992年事故のリハビリテーションと補償に関する保険法」
注32は，どのような変容を遂げているのであろうか。同法のロングタイトルに
ある「身体傷害を被った者のために，平等かっ財政的に可能な方法により社会
復帰の援助および保障を行うため，保険を基礎とする制度を確立するための法
律」とは，し、かなる意味をもつのであろうか。ウッドハウスの目指したものと
は全く別のものになってしまったのだろうか。それとも形をかえて，その理念、
は生き続けるのだろうか。またこの制度は，同様な問題を抱える他の諸国にお
いて，救済の内容と合理的な費用負担に関して何らかの示唆を与えるような，
普遍的な意義をもつものなのであろうか。
本稿は，これらの問題を検討しようとするものであるO しかし，留意すべき
注32 Accident Rihabilitation and Compensation Insurance Act 1992.日本語訳は1992年
「事故のリハビリテーションと補償に関する保険法J，以後「1992年法」として引用する。
- 26 ( 26）一
点は，わが国におけるニュージーランド事故補償制度に関わる評価と議論のニュー
ジーランド圏内での議論との間の落差であるo
ニュージーランドでは，事故補償制度を論ずるとき，不法行為訴訟の廃止の
是非の問題はもう過去のものである。問題になるとすれば，ソーシャルコント
ラクトをめぐっての議論がなされるくらいであろうか。 1992年法制定について
は，その有効性・正当性が行政改革との関連で議論され，オリジナルスキムに
戻るべきであるとの主張が，労働組合，医師，研究者の間でいわれている。わ
が国には，これら1992年法の下でのACCへの批判を事故補償制度そのものへ
の批判，コモン・ローの世界への回帰を望む声であると理解する向きもあるが，
これは間違いであるO また，ニュージーランドにおいても財源およびその運用
をめぐる議論は活発ではあるが，事故補償制度そのものが破綻したわけでもな
い。事故補償制度の大枠のなかでの選択の問題なのである。
結局，本論文の課題は，次の二点であるo 第ー には， 1992年法に関わる正確
な事実を伝えることである。その制定と運用の過程で上に述べたような論点が
いかに論議され，どのような条件のもとでどのような結論となったのか。第二
に1992年「事故のリハビリテーションと補償に関する保険法」の立法の意義に
ついての検討であるO
そのため，まず序章では，ニュージーランド事故補償制度の創設から1992年
法の制定に至る過程を当時の社会経済的背景をも視野に入れながら述べ，その
後，本論文の課題と構成を提示した。
次に第一章では， 1992年事故のリハビリテーションと補償に関する保険法が
いかなる内容であるかを紹介するo具体的な規定（条文）に沿ってできるだけ
1982年との比較においてみて行きたし、。
第二章は， 1992年法の制定過程での議論を検証する。先に述べたようにニュー
ジーランドにおける1980年代は，労働党政権のもとロジャーノミクスと呼ばれ
た経済改革が断行された時期であり，当然，事故補償制度についても，運営の
合理化や，補償内容の現実性をめぐる議論が存在したはずである。これらを，
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社会政策に関する王立委員会や法制委員会の報告書， この時期の改革の立役者
であった労働相WF.パーチの著書注33などを検討するO
第三章は， 1992年法の問題点の分析を通して，本法の性格およびその意義を
検討する。近時，人身被害にたいする救済制度の検討は，コスト分析などの財
政面に偏りがちであるように見受けられる。制度の創設・改革を考えるとき，
財政的裏付けは避けることのできない課題であるが，そればかりに関心が集中
するのはどのようなものであろうか。必要な救済が適正になされ，社会的公正
さが担保されなければ，その制度は実効性をもちえない。本稿では，「保護」
に関しても十分検討したい。特に「医療傷害」，「精神的苦痛の補償の廃止と懲
罰的損害賠償」，「口座勘定の新設と財源の調達J，「ソーシャルコントラクト」
等を取りあげ論ずるO
第四章は，この制度の将来の展望であるが， 1992年立法後も残るこの制度の
課題，例えば保護の範囲や， リハビリテーション・予防安全の施策，財政問題
等の事故補償制度に内在する問題，また事故補償制度と医療制度，社会保障，
社会福祉，年金制度，介護制度等の隣接諸制度との整合性の問題について考察
し，結章においてまとめとしたい。ニュージーランド以外の国の論者の，議論
を参考にすることはいうまでもなし」
現行の制度を検討するにあたっては，一定のコンテキスト，すなわち具体的
かっ即物的な「生活世界」とでもいうような事実関係の中で，所与の条件を確
認することから出発しなければならない。法制度の検討は，純粋な法理論上の
問題ではありえず，「法政策」の問題なのであり，当該地域の，当該時代の
「政治」の問題であるからである。したがって本論文における叙述も，性急な
一般化，抽象化，理論化を避け，できる限りディスクリプティブであることを
心掛けた。このような作業によって抽出された重要な論点で本稿の課題から逸
れるものについては，後日，別稿で検討することにしたい。
注33 Birch W.F, Accident Compensation A Fairer Scheme. 30 July 1991. 
- 28 ( 28）一
付記
本論文を執筆するにあたり，平成4年3月および平成7年2月の2回，ニュー
ジーランドで調査と資料収集を行った。その費用の一部は，平成3年度富山県
高等教育財団の助成および平成6年度民事紛争処理研究基金の助成に依るもの
であるO ここに記して謝意を表する。
またこの調査を通じ多くの方々の御助力を得た。特に，ニュージーランド法
制委員会委員長K. J. キース卿，ヴィクトリア大学ウエリントン校法学部長
のJ. ミラー教授，オークランド大学法学部のM.ヴェネル助教授， W.C. 
ホッジ助教授， Ac CのB.デイヴィス氏，社会保障省のD.プレストン氏，
弁護士のR.コリンズ博士，ニュージーランド労働組合連合の J.R.ウィル
ソン氏， H.アームストロング氏，元Ac C理事D.レニー 氏は， ご多忙中に
もかかわらずインタビューに応じてくださり，貴重なご意見をお聴かせ下さっ
た。このことを，心から感謝する。また，ヴィクトリア大学ウエリントン校法
学部講師（現九州大学法学部助教授） L.ノテッジ氏には，様々な仲介の労を
執っていただき，調査上のアドバイスもいただいた。同氏のご好意にお礼申し
上げたし、。ヴィクトリア大学ウエリントン校，オークランド大学を始め多くの
図書館で調査・研究上の便宜を図っていただいた。短時間の調査を有効に進め
られたことを，大変ありがたく思っているO
また，本論文のタイトルにもある「1992年事故のリハビリテーションと補償
に関する保険法」の法文の翻訳は，近く月刊「国際商事法務」誌上に発表の予
定であるo
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第一章 1992年法の概要
第一節本法の構成
本法，すなわち「1992年事故のリハビリテーションと補償に関する保険法」
は，ロングタイトルを「身体傷害を被った者のために平等かっ財政的に可能な
方法により社会復帰の援助および補償を行うため，保険を基礎とする制度を確
立するための法律」といい，十章から成り立つ注340 第一章 前置規定，第二
章保護および他の権利との関連，第三章身体傷害のリハビリテーション，
治療および予防，第四章補償，第五章支払いの請求，第六章審査と不服
申立て，第七章財政，第八章移行規定，第九章事故のリハビリテーショ
ンと補償に関する保険公団，第十章 雑則，がそれらであり，その後に五つの
別表がおかれ，刑法，税法など関連する諸法，総督令，規則をあげているO
本稿の趣旨から，特に第二章，第三章，第四章，第七章が重要であり，また
第一章の大部分を占める第3条解釈規定には，本法における基本的な用語の
定義がなされる。事故補償制度の重要な特質である損害賠償請求訴訟の廃止と
の関連からは，第二章が，身体傷害を被った者にたいする本法の保護とその他
の救済制度上の権利との関係を規定するもので注目すべきであろう。旧法にお
ける27条である。 1992年法立法の過程での，ソーシャルコンタクトの議論を通
じて，より厳密な意味内容を付与されたものと思われるo
以下の叙述は，制度を理解する上で重要な論点を中心に，新本法の規定を検
討するものであるo
注34 テキストは議会配布のオリジナル版（1992年3月ACCより入手）およびAccidentRe-
habilitation and Compensation Insurance Act 192, WELLINTON, NEW ZEALAND : 
Published under authority of the New Zealand Goverment 1叩3版を使用した。
- 30 ( 30）ー
第二節傷害の定義
1 本法のもとで保護されるべき身体傷害
ロングタイトルに示されるように，本法は身体傷害を被った者の補償ととも
に社会復帰の援助（リハビリテーション）を目的とするO 本法に規定される身
体傷害は五つあるが，その構成はかなり複雑である。（ア）事故による身体傷害
(4条「事故」），付）自動車傷害（ 3条「自動車傷害」），（明医療傷害（ 5条
「医療事故」），同業務傷害（6条），付）業務上の晩発性傷害，疾病または感染
(7条）であり，それらにつき詳述する。
（ア） 事故による身体傷害（4条「事故」）
4条に規定される事故による身体傷害とは，「ある者が被った，肉体的傷害
ならびにそれに由来する精神的傷害をいい（4条l項），他の者の犯罪行為の
結果としての精神的・神経的ショックに拡張される（8条3項）。また，「事故」
とは，「人体への有形力の行使であって，その結果身体傷害となるもの」であ
るが，「晩発性のものは含まない」（3条「事故Ja号）。ここにいう晩発性注35
とは緩慢な，徐々に身体を侵害する効果，または状況で，たとえば煤塵，化学
物質による曝露などをいう。その他に，個体，液体，気体または異物の吸入ま
たは口腔での摂取（同b号），身体への曝露または気温などの環境の異常（同
c号），特定の場合の火傷または放射線，放射能もしくは放射線の被曝（同d
号），化学物質の経皮吸収（同e号）が，一定の条件のもとで本法にいう「事
故」であるo 「事故による身体傷害」の概念は，旧法においては最も重要なもの
であり，ここに含まれるか否かが同法のもとでの保護がなされ得るか否かのメ
ルクマールであった。したがって，「事故による身体傷害」の定義をめぐる判例
も，旧法のもとで、はかなりの蓄積がある注360
注お原文では， personalinjury caused by gradual processである。邦語訳に際しては労
災事故等で用いられる「晩発性」の訳語を選んだ。
注36 拙稿・前掲注4論文 119-1お頁。
? 。??
?
付） 自動車傷害（3条）
「自動車の運行の結果として発生した何らかの傷害」をいう。その他，「静止
していた自動車が，他の自動車または他の運送の手段によって衝突された結果
発生した傷害」であるが，積荷中，修理中または自動車の道路以外での使用等
において発生した傷害は含まない。
（ウ） 医療傷害（5条）
医療傷害MedicalMisadventure注40について， 1982年法は同法2条に「事
故による身体傷害」のーっとして規定されているO そのa号証に，医療事故す
なわち「内科的，外科的ならびに歯科的処置または応急処置に伴う事故」とし
て定義されるO 1992年法においては，財源調達のため医療口座勘定を創設し
たことにともない，より厳密な定義が求められることになった。 医療傷害に
ついては， 5条に改めて定義規定をおいているO 医療傷害は，大きく「医療過
誤MedicalError Jと「医療事故MedicalMishap」に分けられる。前者は，
「当該状況において期待される登録医療専門家の管理および技能の水準の遵守
の不成功をいう。後者は，「登録医療専門家に依って適切になされた処置の不
測の結果］であり，「不測の結果の発生の見込みが稀少であること」および「そ
の結果が重大であること」の二つの要件を満たすものをいう。インフォームト・
コンセントについても，医師等の登録医療専門家が過失により，本人，両親，
法的後見人または福祉後見人からその取得をしなかったときは，医療傷害とな
るO ただし，過失によらない誤診，治療における不作為，承諾ある薬物の試用
は，医療傷害とはならなし1。医療傷害は，医療口座勘定のから支払いがなされ
るが，これに関しては多くの問題があり，章を改めて検討するO
刷業務傷害（6条）
業務傷害とは，「その者の業務に起因しかっ業務中の身体傷害」であり，
定の場合，「心臓血管系および脳血管系の発作を含む」とされているO
注37Medical Misadventureの語を1982年法では医療事故と訳したが，これと同じ語を1992
年法においては医療傷害と訳している。
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（羽 晩発性の業務上の傷害，疾病または感染（7条）
ある者が，業務に起因しかっ業務中に傷害を被り，その傷害が，雇用中の職
務がなされていた環境に起因する場合，本法の保護を受くべき身体傷害となるO
たとえば，アスベスト塵の曝露による発癌などがこれであるO 特定の性質を有
する環境に長期にわたり身をおくことにより，その影響により緩慢な経過を辿
り，徐々に傷害，疾病および感染等に擢患し，または長期の潜伏期間をおき発
症する。この種の事案は， 1982年法のもとでは立証の困難と，長期の潜伏期間
の故に問題が多かったものである注380
晩発性の業務傷害が認められるためには，次の三つの要件， a.雇用上の職
務または職務がなされていた環境がその傷害に寄与すべき特定の性質をもって
いたこと， b.その特定の性質がその者の業務外の活動または環境の実質的な
範囲にみいだせないとき， c.受傷の危険が当該環境で当該雇用上の職務をな
す者にとってはそれをなさない者より極めて大きい，のすべてが認められる場
合でなければならない。しかし，その特定の性質が，その者の雇用の全期間を
通じて存在する必要はない。空調設備および受動的喫煙，非肉体的ストレスは
除外される。特定の性質を有する職務に関して，二人以上の使用者に雇用され
ていた場合，請求の費用は，雇用の期間の割合に関し分割される。
2 本法のもとで保護されない傷害
本法の保護から一般的に排除される傷害 (10条）は，晩発性の傷害・疾病・
感染を原因とする身体傷害で，次の三つの要件を満たすもの以外であるO その
三っとは， a.業務傷害， b.医療傷害および c.身体傷害または身体傷害の
治療の結果であるものとされるO そのほか，老化の過程に起因する身体傷害お
注38 McKenzie v Attorney General, Court of Appeal, Wellington, 12 September 1991, 
〔1992〕2NZLR 14.拙稿「晩発性職業病の保護をめぐって一一ーマッケンジ一事件（NZ)
と最高裁平成五年二月十六日判決」森島昭夫先生還暦記念論文集『現代不法行為法の課題』
日本評論社（1992年） 379頁。
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よび自然的使用に起因する歯の傷害は，当然のことながら排除されるO その次
にあげられるのは，（ア）自殺・自傷，付）精神的障害・精神的苦痛，（ウ）刑事事
件の当事者であることを理由とする保護からの排除等である。
（ア） 故意の自傷および自殺（81条）
身体傷害のうち「自ら傷害を被った者または自らの意図により自らを傷つけ，
その結果死亡の原因になった者」，「ある者の死亡で自殺によるもの」は，保護
されなし、。 1982年法90条を踏襲した規定であるが，同条2項の自殺でないこと
の推定の規定は1992年法においては削除されている。しかし，同法8条3項に
定める精神的・神経的ショックによる自殺は保護の対象となる。
付） 精神的障害・精神的苦痛（3条8項）
1982年法は2条「事故による身体傷害」の定義a号 iにおいて，「事故もし
くは事故による身体傷害の身体的，精神的影響」が保護の対象となるとされる
が， 1992年法ではさらに限定を加え，「その者への肉体的傷害に由来する何ら
かの精神的傷害および本法8条3項に適合する」精神的傷害としている。した
がって， 1982年法のもとでは保護された事故そのものの身体的影響，たとえば
目の前で子供が蝶死するのを見た母親が精神的ショックで精神的障害となった
事案などは保護されない。
1982年法のもとでの慰謝料的規定78条および79条のもとでの一括補償は，
1992年法制定にあたり，財政上の問題もあって廃止された。同二ヶ条のもとで
補償を給付されていた者に関する移行措置として1992年法は， 147条， 148条を
おいている。
実は， 1992年法における非財産的損失の原則的廃止は，同法の運用受大きな
問題となっているo 後述する懲罰的損害賠償の問題であるo
（ウ） 刑事罰確定者の保護からの排除
殺人の有罪判決による失格，懲役中の者，刑法に該当するときの補償の拒否
については旧法から引き続き規定をおく。このなかには1972年法制定当初話題
になり， 1982年法92条として加えられた，犯罪をなすにあたり身体傷害を被っ
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た者への補償について，それを否定する規定が含まれる。
第三節保護の内容
第一節に述べた「身体傷害を被った者またはその結果死亡した者に関しては，
どのような「保護」が与えられるのだろうか。第一に所得補償，第二に自立手
当，第三の死亡給付および第四のリハビリテーション，治療ならびに予防，で
ある。
1 補償
的労働不能の評価（37条）
本法が適用される身体傷害を被った者が，労働不能であるか否かは，当該傷
害が発生したときにその者が従事していた雇用に，その傷害を理由として当分
のあいだ従事できないのか否かによって決定される。なお，潜在的所得能力の
喪失については， 46条， 47条， 49条に定められるが，その者の経験，教育もし
くは訓練またはそれらの総合により決定されるo
Lイ） 第一週補償（38条）
就労者が業務傷害の結果労働不能になった場合，業務傷害が開始した日から
6日間の期間に，被用者が労働不能の結果として所得を喪失したとき，使用者
は所得喪失額の80パーセント注39を，賃金または給与として支払う。 1982年法
57条および58条の規定を踏襲しているが，給付の率，期間については議論があっ
た。公団による補償が開始するまでの待機期間の所得喪失を，使用者に依って
填補しようというのが趣旨である。短期間で治癒する傷害の補償を行わないこ
とで，予防安全へのインセンテイブイブにするねらいと， 1982年法施行下で四
分のーを占めた注402週間以下の軽傷への補償が補償総額に占める割合を下げ
注39 1972年法においては100パーセント。
注40 拙稿・前掲注4論文249頁。
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たいという財政上の狙いがあるO すなわち労働者は，軽傷であっても使用者か
ら1週間の補償と公団からの第2週からの所得補償を 1週間給付され， 2週間
の休暇ののち雇用に復帰するということが多く行われた。 1982年法下での事故
による身体傷害の認定が緩やかだったことの弊害でもあるO
この待機期間は，当時の労働者補償法では，重篤な傷害を被った者が十分な
補償を受けられなかったことが強く意識されたことから，ウッドハウスレポー
トでは4週間， 1972年法では1週間， 1982年法改正論議の最中には2週間が主
張されたが，結局据えおきとなり1992年法まで継続した。待機期間中の使用者
の補償負担と公団財政とのせめぎあいの結果であるO
（功所得喪失の補償（39条）
就労者にたいし支払われる週当補償は，当該就労者の週当所得の80パーセン
トである。 1992年法では，就労者の就労の態様を分けて規定をおいているo被
用者としてのみ稼得する者（40条），被用者として以外の就労により単一の稼
得する者（41条），被用者としての所得とその他の所得の両方がある場合（42
条）についてそれぞれ算定の具体的方法を定め，さらに，「特定の事情ある場
合のフルタイム雇用の就労者の所得の増額」（43条）を規定している。 43条に
おいては，週当所得が245ドル以下のフルタイム就労者が，当該身体傷害に関
し5週間以上の労働不能にあるとき (1項）， 20歳に達してないとき（ 2項）
等につき規定しているO また，所得補償の受給資格の拡張（44条）および就労
者による補償の買取り（45条）の規定をおく。
潜在的所得能力喪失注41の補償について，まず，その対象になる者は， 18歳
未満または就学中に身体傷害を被り，その結果である労働不能により将来の所
得可能性を喪失した者で， 46条1項の要件を満たす者であるO それらの者は，
20歳未満の者については週当196ドル， 20歳を超えたものについては245ドル
注41 loss of potential earning capacity.実質的には，将来の所得すなわち逸失利益の補償
と理解されるが，本法は労働能力喪失説を採るため，潜在的所得能力の喪失の訳語を充て
fこ。
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の週当所得があるとみなして算定する。
所得喪失補償の上限は， 1179ドルとするo また労働不能の開始後12ヵ月が経
過した後， 85パーセントの労働能力を有する場合，その者が当時従事している
雇用以外の雇用があるか否かにかかわらず，所得喪失の補償および潜在的所得
喪失の補償を打ち切るO また労働不能により・所得補償を受けている者は6ヵ月
後に労働不能の程度の再評価を受けるO
2 自立手当（54条）
本法のもとで保護される身体傷害を被り，障害の程度が10パーセントまたは
それ以上である場合，受傷後13週から自立手当の受給資格が開始するO 自立手
当の額は100パーセントの障害の場合を40ドルとし，評価された障害の程度に
従って，四半期毎に前払いされる。
3 死亡給付（55条ないし62条）
1992年法のもとで保護される身体傷害による死亡に際しての給付は，四つに
分けられる。（ア）葬祭補助金，（イ）生存者補助金，（叫死亡者の死亡後に生まれ
た子への補助金，同生存配偶者への週当補償である。
（ア） 葬祭補助金
葬祭補助金は1982年法を踏襲するo 新法では死者の人格的代理人に対して
も支払われるO
付） 生存者補助金
これは旧法82条を簡略化し，生存配偶者に400ドノレ，子に200ドルおよびその
他の被扶養者に200ドルが一時金として支払われる。慰謝料的意味合いの弔慰
金および生活保障一時金といえようか。
（ウ） 死亡者の死後に生まれた実子への補助金
本法の保護を受くべき死者の死亡から12ヵ月以内に出生した死者の子は，死
者の死亡の日に被扶養者であったものとみなされる，とする。
????
???
同生存配偶者の週当補償
本法により保護されるべき身体傷害の結果死亡した者の配偶者にたいして，
支払われる。その期間であるが，最初の支払いが5年間継続したとき，死者の
子が18歳に達したときおよび生存配偶者がその他の被扶養者の監護を停止した
とき等のうち最も遅いときまで支払われる。その者が国民年金受給資格を有す
る年齢に達したときは，通常の場合は国民年金にリンクするO
4 リハビリテーション（社会復帰の援助）・治療・予防
1972年の立法以来，事故補償制度の理念としては，ウッドハウスレポートに
ある五原則のーっとして「完全なリハビリテーション」を掲げてきた。しかし，
現実の運用においては1972年法， 1982年法の双方において補償が中心であり，
リハビリテーションは付け足しにすぎなかった。それは，これまでの公団の年
次報告の決算で総支出の9割以上を補償費が占め，運営費・リハビリテーショ
ン・予防費用を含めて1割にも満たないことをみても容易に理解される。 リハ
ビリテーションに限ってみれば1パーセントにも満たない年も多い。 1992年法
においては法律のタイトルにも示されるように，むしろリハビリテーションを
補償以上に重視して運用したいとの考えである。
わが国において「リハビリテーション」とは，多くの場合，傷病の治療が一
応終了した時点での身体機能の回復のトレーにングをいうが，ニュージーラン
ド事故補償制度においては，身体機能の回復のためのトレーニングも含めて
「社会復帰の援助」すべてを含む。本法においては，ケ）リハビリテーション一
般， Lイ）職業的リハビリテーション，（ウ）社会的リハビリテーション，同治療
および身体的リハビリテーション，附予防に分け，規定をおいている。
（ア） リハビリテーション一般 (18条ないし21条）
1992年法における特色の一つは， リハビリテーションを身体傷害を被ったす
べての者の権利または責務として捉え直したことである。リハビリテーション
を受ける権利 (18条） (22条）。 1982年法では，「公団は，……事故による身体
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傷害の結果労働不能となり，その傷害に関し本法に基づく保護を受け，当分の
間ニュージーランドに滞在する者に関して，医学的処置および職業的社会復帰
の援助につき，十分に整備された事業を積極的に推進するためのあらゆる現実
的な措置を採らなければならない」として，公団の社会復帰の援助推進義務と
してのみ規定しているO しかし， 1982年法改正の議論のなかから，補償と同様
の権利性をリハビリテーションにも認め，明文をもっで法条に規定すべきであ
るとの主張が認められ， 1992年法の詳細な規定となった。
限られた人口のもとで，労働力率を維持し，経済発展および社会的安寧を計
るには，人的資源を確保しなければならず，積極的な労働力の再生産が計ら
れなければならないというのが， リハビリテーション重視の根拠なのである。
事故補償制度の下におけるリハビリテーションはこのような理念を具体化した。
人口構成の高齢化が進むわが国においても，考えるべき点であろう。このような
視点から，本法におけるリハビリテーションは，単なる身体機能のトレーニング
に限定されず，職業的リハビリテーション，社会的リハビリテーション，治療お
よび身体的リハビリテーションの三つにつき供与および費用を負担を行っている。
個人的リハビリテーションプログラム（20条）について説明するo リハビリ
テーションの実施に当って，公団は，当該個人のために，適切な資格を有する
「ケースマネージャー」に対し，個人的フ。ログラムの準備，費用の見積り，実
施のための助力を供与させるo この個人的プログラムは，職業的要素および社
会的要素から構成され， リハビリテーションの目的に十分かなうものでなけれ
ばならないとされるo 旧法は， 37条3項において， リハビリテーションに関す
る公団の権限（33条）を，「当分の間ニュージーランドにいる者の社会復帰の
援助に関して」との限定をおいたが，帰国した英国人が，英国でリハビリテー
ションを受けその費用を1982年法に基づきニュージーランド事故補償公団に請
求した事件注42の判決を踏まえ， 1992年法ではその限定を外した。
注42 ACC v Broadbelt, Court of Appeal, Welington, 24 July 1990, [1990] 3 NZLR 169. 
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付） 職業的リハビリテーション（22条ないし25条）
（ウ） 社会的リハビリテーション（26条）
同治療および身体的リハビリテーション（27条）
件）身体傷害の予防（34条ないし36条）
身体傷害の予防について，本法は， 34条に公団の安全推進義務とその具体的
遂行およびその費用の支出につき規定し， 35条に使用者等へのリスクマネージ
メントサービスおよびその代金の徴収を定めているo
第四節保護の範囲
人
本法の保護の人的な範囲について，基本的には，本法のもとで作成された規
則に定められた「ニュージーランド定住者」（3条）を対象としている。定住
者が，国外にあるときに，本法の保護を受けるべき身体傷害を被ったときもま
た保護される（9条）。しかし，定住者であった者が退去のため船舶，航空機
等に搭乗したときまたは来訪する者がそれらを使用しているとき，その者は
「ニュージーランドに定住しない者」であり， 12条による保護はなされない。
「ニュージーランド国内を旅行中の者の保護」 (13条）については，国内のいず
れかの地点から300海里の範囲に留まるとき，その者はニュージーランド国内
に留まったとみなされる。
2 地域
「ニュージーランド」の地理的範囲は3条に定義されるO ニュージーランド圏
内で発生した身体傷害の保護は，第二節および第三節で既に述べた。国外で発
生した身体傷害の保護は，ニュージーランド定住者については園内にあるのと
同様であることは前述したとおりであるO
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3 時間
本法は，一部は1992年4月1日に，その他の条文は1992年7月1日に施行さ
れた。本法での保護は， 1992年7月1日またはそれ以降に，ニュージーランド
国内において受傷した身体傷害につきなされる。ただし，晩発性の業務傷害に
ついては， 1992年4月1日以前に始まる受傷であっても保護されることがある。
1972年法および1982年法のもとで保護を受けていた身体傷害については，経過
措置に従う。手続上の問題についてはそこで述べるO
4 本法と他の権利・義務との関係
本法は，他の権利を排除して適用される。すなわち「ある者が受傷した，本
法により保護される身体傷害または1972年事故補償法もしくは1982年事故補償
法によって保護される事故による身体傷害に直接的または間接的に由来する損
害賠償の手続は，その者によっても他の者によっても，またいかなる法規範も
しくは制定法に基づいても，本法から独立してニュージーランド国内のいかな
る裁判所にたいしても提起されることはない」 (14条1項）。実は，まさしくこ
の規定こそが，事故補償法を事故補償法たらしめている，不法行為訴訟を排除
する規定なのであるo 1982年法27条の規定がほぼそのまま踏襲されているO 同
条3項は，（a）財産についての損害，（b）契約または同意の意思表示，（c）ある者
への不当な解雇または雇用または雇用の契約に原因をもっその他の個人的苦情，
につき本条は適用されないことを明示的に規定しているO 4項は，国際条約に
従う国内法の優先的適用， 5項は聴聞の機会の保証をそれぞれ明定するが，こ
れらは1982年法にはない規定であるO 請求者が他の救済手段を有するときの公
団の権限 (15条）についての，ニュージーランドまたはその他の場所で損害賠
償の権利をもっ者についての調整規定である。また4項は， 3項の調整が，保
険金，年金， 1985年刑事公正法28条のもとでの補償および何らかの法のもとで
授与された損害賠償金には及ばないことをいう。契約による免責の否定を明示
するが，本法の給付を超える給付の契約ならびに付加的給付の契約および合意
- 41 ( 41）一
を妨げない (16条）等の規定があるO
第五節手続と運用
1 審査とその申請
次の事項に関する公団の決定に対し，審査の申請をすることができる（89条）。
（ア）業務障害の請求の受理および免責された使用者への請求の受理（同条l鳳
（イ）医療傷害におけるインフォームトコンセントの取得の成否および誤診また
は治療上の不作為（同条2項），（功本法のもとで支払われるべき保険料（同条
3項）がその事項であるO 審査の申請は文書により行う（同条5項）。文書に
よる審査の申請は，当該決定の書面による通知が与えられた日または66条のも
とで却下されたものとされた日より， 3ヶ月以内になすことができるo
審査において公団等は，審査を聴聞するものを指名する（90条）。なお， 1982
年法にある不服審判官の制度は廃止された。
2 地区裁判所への提訴
本法90条の決定に対し不服がある場合，地区裁判所注43にたいし訴訟を提起
できる。提訴をなすのは，当該請求者またはその利益のために行為する者，使
用者が雇用する被用者の業務障害に関わる決定である場合はその被用者，公団
の決定に不服である登録医療専門家，公団等である（91条）。提訴は定められ
た方式により決定の通知がなされた日または裁判所が許可の通知をした日から
28日以内に，当事者により提起されるO 地区裁判所は，その判決において提訴
された決定の確定，修正もしくは棄却することができ，または訴訟を却下する
ことができる（同条8項）。医療上の問題については，地区裁判所の非法律構
成員として総督が任命した2名の地区裁判所医療鑑定人の出廷の下に審理する
注43 District Court 
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(93条）。当事者のプライパシーの保護のため必要かっ妥当であると裁判所が認
めたとき，審理は非公開にされる（95条）。 1982年法の下でも，特に未成年者
に対する性的侵害の事案等では実質非公開でなされることが多かった。 1992年
法ではこれを明文化した。
3 地方裁判所への上訴
本法の下での地区裁判所の判決にたいし，当事者が，法律問題に誤りがある
として不服であるとき，地区裁判所の許可を得て地方裁判所注44に上訴するこ
とができるo 許可が得られないときには，地方裁判所の特別許可を得ることが
できる（97条）。旧法と同様であるO
4 控訴裁判所への上訴
地方裁判所の決定または判決にたいし，法律問題につき誤りがあるとして不
服であるとき，当事者は，地方裁判所の許可を得て，当該審理につき法律問題
に限り控訴裁判所注45の判断を求めることができる。地方裁判所がその許可を
与えることを拒否するとき，控訴裁判所は上訴の特別許可を与えることができ
る。事故補償制度に関しては控訴裁判所の判断は終局的なものである（98
条）注460
5 公団
事故補償制度を統括し，運用するのは労働大臣の下にある公団であるo 1992 
年法の下にある公団の正式名称は，「事故のリハビリテーションと補償に関す
る保険公団」であり， 1982年事故補償法の下にあった「事故補償公団」と同一
の法人として継続する。本法において公団に関しては第九章が定める。「公団
注44 High Court 
注45 Appeal Court 
注46 一般的には，英国の枢密院司法委員会が最終審である。
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は，永続的であり，法人印章を有する法人であり，動産，不動産を取得，保有，
処分することができ，訴えまたは訴えられることができ，法人としてなしまた
なしうるすべての行為または事項をなすことができる」。公団は，土地税また
は所得税を免除される (155条）。公団は理事会により構成され，労働大臣によ
り任命された6名以下の理事および業務執行理事が構成員である (157条）。
公団の機能，義務，権限については156条に定める。公団はその機能，義務
の遂行および権限の行使に際し，労働大臣が指示する政府の政策をも遂行する
(159条）。
また十章に，公団に対する情報の公開 (164条），公団による情報公開 (165
条），第三章35条に公団のリスク・マネージメント・サービスの規定をおく。
第六節財政
ここでは，公団の補償・リハビリテーションその他の給付の口座勘定と財源
を中心にみていくこととする。
1 口座勘定
1972年法と比較し大きく変わったのは，口座勘定が自動車，就労者，非就労
者の三つから，自動車，医療傷害，使用者，就労者，加重傷害および非就労者
の六つの口座勘定となったことである。このうち，医療傷害口座勘定，就労者
口座勘定，使用者口座勘定は新たに設けられたものであるO 1972年法のもとで
も就労者口座勘定と同名のものがあるが，内容は異なっているO 次にそれぞれ
につき簡単に紹介するO
2 使用者口座勘定
使用者勘定口座に関しては100条から107条まで8ヵ条の規定をおく。この口
座を財源とする給付は，「1974年4月1日以降1992年7月1日以前に就労者が
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被った業務傷害および業務外傷害（自動車傷害を除く） 1992年7月1日以降に
被った自動車傷害以外の業務傷害，本法11条により保護される晩発性の身体傷
害，疾病または感染についてなされる (100条3項）」。適用される給付等は，
公的医療の費用の支払い，本法のもとで供与される治療，サービス， リハビリ
テーション，関連する搬送，補償，補助金および手当の支払いであるO すべて
の使用者は，被用者に支払ったまたは支払ったとみなされる総額につき定めら
れた率による基礎的保険料を支払う。
使用者および自営業者は，事業別のクラスに分類され，保険料の査定がなさ
れる (103条）。またこの基礎的保険料には，事故経験率によっても調整される
(104条）。
3 自動車口座勘定
自動車口座勘定に関しては， 108条ないし112条の規定をおく。この口座を財
源とする給付は，公的医療の費用および、自動者傷害について本法のもとで供与
される治療，サービス， リハビリテーション，搬送，補償，補助金ならびに手
当であり，その財源は，すべての自動車の所有者および業務用免許の保持者が
支払う保険料である (108条）。自動車保険料は，車両の登録または運転免許証
の年毎の更新または発行と同時に支払われる（110条）。事故経験率のシステム
が確立される（111条）。支払いの日より 2ヶ月以内に自動車保険料が支払われ
ないとき，自動車の保有者または免許の保持者は，未払いの保険料とともに保
険料の3倍の金額を支払うというペナルテイが課される (112条）。
4 就労者口座勘定
業務傷害，自動者傷害または医療傷害として給付がなされる以外の被用者お
よび自営業者の傷害に関して治療，サービス， リハビリテーション，関連する
搬送，補償，補助金および手当の給付を行う（113条）。財源は，就労者保険料
であり，その者の所得につき定められた率の保険料を支払うとされている (11
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4条）。ちなみに1992年の就労者保険料の率は lNZドルにつき 7セントである。
使用者および就労者の保険料は，公団の機関としての国税委員会注47に対し
支払い (117条），保険料支払いの遅滞についてはペナルテイが課される（118
条）。また保険料支払いを免脱する者または免脱しようとする者は懲罰的保険
料を支払う責めを負う（119条）。
5 非就労者口座勘定
非就労者にたいし， 1974年4月1日以降に被った自動車傷害を除く身体傷害
に関する治療，サービス， リハビリテーション，関連する搬送，補助金または
手当の費用を支払う。その財源は，非就労者口座勘定への議会の政府特別支出
金である (120条）。
6 後続業務傷害口座勘定
後続業務傷害とは，本法のもとで保護される身体傷害， 1972年および1982年
のもとで保護される事故による身体傷害の結果，労働不能である者および身体
傷害または事故による身体傷害により， 3ヶ月以上継続して労働不能であった
者について， 1992年7月1日以降発生した身体傷害をいう（121条5項a号）。
かっ，既発の身体傷害の結果が，後続の傷害と合併したことにより，実質的に
重度となった労働不能または後遺障害がもたらされたもの (121条5項b号）
であり，ある者が雇用または再雇用されてから12ヶ月以内に，先行する身体傷
害または事故による身体傷害を原因として発生したもの (121条5項c号）で
あるo この口座の財源につき，公団は，使用者口座勘定，自動車口座勘定，就
労者口座勘定および非就労者口座勘定から財源を得るものとする（121条1項）。
注47 Commissioner of Inland Revenue. 
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7 医療傷害口座勘定
本法のもとで保護される医療傷害に関する治療，サービス，リハビリテーショ
ン，関連する搬送，補助金または手当の支払いを行うため，公団は，次のもの
を財源とするO 登録医療専門家が支払う保険料，また就労者の事案の場合，就
労者口座勘定からの財源もしくは非就労者の事案の場合非就労者口座勘定から
の財源を充てる (122条）。医療傷害保険料は，登録医療専門家のクラスにした
がった料率で定められるO クラスは，関連する専門領域，専門の業務の性格，
特価の領域などにより定義される（123条）。また，医療傷害保険料は，事故経
験率にも従う (124条）。
本法に定める六つの口座勘定の支出の対象と財源は以上に述べたものである。
保険料の算定については，公団が権限を有する (131条）。
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富大経済論集 第43巻第1号 正誤表
頁 行 誤 Jf 
2 g 1 7 鍾盟国の調査を有効に 短塑盟の調査を有効に
3 5 2 1 インセンテイブイブにするねらいと， インセンテゴブにするねらいと，
3 6 2 第2週企ゑ!l所得補償を 第2週盆墜!2所得補償を
